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公開日 2012 年 11 月 15 日

Waseda Vision 150 法学部の将来構想

１．改革作業の現状

早稲田大学の法学教育の歴史は、まさに法学部の歴史である。早稲田大学法学部は、130 年余にわた

る時の流れの中で、法曹は言うまでもなく、企業や公務員など、各分野に多くの優れた人材を送り出し、

社会的にも高い評価を得てきた。しかし、その間の道のりは決して平坦であったのではなく、現在の高

い評価は、これまでの幾重にもわたる改革の成果として存在するものである。

そのような改革の中でも、とりわけ重要であったものは、司法制度改革の一環として、2004 年に法科

大学院が創設されたことにともなう改革であった。法科大学院創設をめぐる議論においては、全国的に

法学部教育の性格づけに関しても盛んに議論がなされ、その中では法学部不要論までが持ち出された。

早稲田大学法学部においてもその例外ではなく、2004 年の法務研究科創設を前に、法科大学院の設計作

業と並行して、「法学部あり方懇談会」が設置され、法科大学院時代における学部の教育理念および将来

構想を検討するとともに、その構想を反映したカリキュラム等の改革も行われた。この改革の中では、

学部における法学教育については一貫してその重要性と必要性を認めつつも、法科大学院との役割の分

担を考慮して、要卒単位数の大幅な軽減とともに、必修法律科目数の削減、副専攻の導入など、学生の

キャリアプランに応じた柔軟な履修モデルの提示が行われた。しかし、その後、法科大学院が修了生を

輩出してその教育体制が定着する一方、国の司法制度改革の方向に変化が見られるようになってきた。

そのような中で、法学教育プロセス全体の中における学部教育の意義があらためて認識され、早稲田大

学法学部でも、そのあり方を再定義するため、2008 年には「第 2 次法学部あり方懇談会」を設置し、学

部の将来構想についての大綱を議論した。しかし、同時期に大学全体として学術院体制が敷かれたこと

から、当面、法学学術院の下に法学部・法学研究科と法務研究科を実質統合するための作業を先行させ

ざるを得なかった。そのため、実現された改革はカリキュラムの小規模な修正など、個別課題の解決の

範囲にとどまっていた。

2011 年 4 月に法学学術院の実質的統合が実現したことを機に、これまでの第 1 次、第 2 次あり方懇談

会での議論をもとに抽出された課題につき、それらを抽象的な議論のステージから、具体的内容の検討

と実現のステージへと進めていくことになった。すでにその作業は開始されており、一部は 2012 年から

実施されているものも存在する。

２．2032 年における法学部の将来像とそのための基本的視点

法学学術院は、早稲田大学創立 150 周年を迎える 2032 年の段階で、国内的にはもちろん、国際的にも

最高レベルの総合的法学教育・研究機関としてのプレゼンスをより強固に確立することを目標とする。

そのような法学学術院の中にあって、法学部は、法学教育全体の中核となる法学基幹教育を担当し、そ

の一層の充実を図ることで、法曹界はもちろん、企業、公務員、研究者、さらにはジャーナリズムやメ

ディアなど、国内外の、多様な分野に、法の精神と法学的論理思考の方法を身に着けた有意な人材を多

数送り出す、大きく、豊かな源泉としての役割を果たし続ける存在であることを目標として設定する。

そのような目標を達成するための作業として、すでに、2012 年 5 月の学部運営委員会において、法学
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部の教育理念の再定義、それを反映させたカリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー、ディ

プロマ・ポリシーが承認された。これを踏まえて、今後は、2032 年に向けた当面の作業として、次の三

つの課題を設定し、その具体化のための検討に入ることとする。

（１）的確かつ責任あるカリキュラムの提供

従来から、早稲田大学法学部は、法律学の学修の中で基幹となる学科目の教育、すなわち法学基幹

教育を担っている。ここにいう基幹となる学部教育とは、法科大学院に進学して法曹を目指そうとす

る者はもちろん、企業人や公務員となろうとする者にとっても確固とした礎となりうる、質、量とも

に高いレベルの法学専門教育と、人間と社会の諸事象に広く眼を向け、物事の洞察に幅と深さを与え

る語学・教養教育という両輪から成り立っている。この両輪を連動、充実させることで初めて、真に

法の精神を理解し、論理的思考方法による分析と総合の能力を身につけ、それを思考と行動の基とし

て広範かつ複雑な社会問題に的確に対応することができる人々を育成、輩出することができるのであ

り、その確信は今後とも変わることはない。

しかし、現代の社会は、国内的にも、国際的にも、旧来からの政治や経済の体制が大きく揺れ動き、

激しい変化にさらされている。そのような中で活躍する有意な人材を育成するにあたっては、早稲田

大学法学部で学ぶことを求める者に対して、いかなる目的をもって、何を、どのように学ぶことがで

きるかを系統立てて示し、そのための的確かつ責任のあるカリキュラムを提供していく必要がある。

このための作業はすでに進行しており、すでに 2012 年度からは副専攻科目の履修方法が改められ、

さらに 2013 年度からは、要卒単位および必修単位の見直しまでを含む、法律科目を中心とした大幅な

カリキュラム改訂の実施が決定している。しかしながら、この改訂を行った上でもなお必要な部分に

ついては、今後ともカリキュラム検討運営委員会の場で検討を続け、改善を図っていくこととする。

（２）国際的視野を持った人材の養成

法律学の学修は、まず自国の法律を学ぶことから始まるという点においてドメスティックな色彩を

帯びている。しかし、現代の世界的な規模での人と物の交流の増大は、行政や商取引の領域において

も、否応なく国際化の波となって押し寄せている。そのため、法の運用も国と国、あるいは外国企業

と国内企業の間というように、グローバル化を深めてきており、法学部出身者に対しても、そのよう

な国際的な問題に対応できる能力が期待されている。もとより、法律学の初学者に対する学部教育の

レベルで、それら国際的な問題に十分に対処するに足る法学教育を行うことには限界がある。しかし、

自国法の学修を進める過程で国際的な問題への関心を芽生えさせ、さらに進んで積極的に異文化との

遭遇を経験しようとする意欲を抱かせることは可能である。

法の継受国であるわが国において、自国の法を学ぶことは、取りも直さず、その継受先である法圏

の法理論、法文化をも学ぶことであったし、さらにそれら母法の枠を越えて独自の法理論を構築する

ためには、比較法的手法が不可欠であった。早稲田大学法学部のカリキュラムでは、これまで、この

ことを強く意識して、英語のみならず、ドイツ語、フランス語などの語学教育を重視し、その上に外

国法科目の必修化、多数の外国書講読科目の設置、地域研究の副専攻の設置などを重ねることで、広

く外国法、その根底にある法文化に触れる機会を提供してきた。このようなカリキュラムの中で法律

学を学修することは、おのずとグローバルな視野の中で物事を考える姿勢を養うことにつながるので
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あり、法学部は今後ともこのような方向を維持し、充実させていくことに変わりはない。

しかし一方で、法律学を学修した者の活躍の場がますます国際化していくことが予想される今日、

より積極的に、世界的視野の中で自らの価値観を養う機会が与えられてもよいのではないかとも考え

られる。そのためには英語や中国語など、汎用性の高い外国語の修得の機会を十分に準備することは

もちろん、留学を希望する者に対して、可能な限りの支援を与えるといった策が必要である。

現在、全学レベルで、グローバル化時代の人材育成についての議論が行われ始めているが、その議

論と並行して、法学部においても、教育のグローバル化に向けた具体策を探り、早期に結論を得てい

くこととする。

（３）法学部での学修を積極的に希望する入学者の獲得

少子化による 18 歳人口の減少に加え、司法制度改革の見直しによる司法試験合格者数の抑制などの

影響もあってか、法学系志望の受験者は全国的に減少しつつある。そのような中で、優秀かつ意欲的

な学部入学者を獲得することは、法学部、さらには法学学術院全体のレベルを高めていくために是非

にも必要なことである。

法学部では、2013 年度入試から、センター試験と一般入試の合算枠については廃止し、センター試

験のみでの入学と一般入試による入学の 2 本立てで実施することなど、すでに一定の入試改革が進め

られている。しかし、法学部の基本的教育理念に共感し、真に勉学意欲を持った優秀な入学者を得る

のに、現在の指定校推薦と一般入試、センター試験利用入試という選抜方法だけで、目的を達し得る

のか。新たな形の AO 入試などを導入する余地はないのか。現在、全学レベルで入学試験の在り方に

ついて検討する作業も始まっているが、その議論の行方にも注目しつつ、将来の入学者選抜の在り方

について、法学部独自のアドミッション・ポリシーに沿って検討を行い、結論を得ていくこととする。

以 上


